
 
 

鳥取県就職氷河期世代新規就農促進事業費補助金交付要綱 

 

令和２年３月２４日付第 201900316544 号 

鳥 取 県 農 林 水 産 部 長 通 知 

 

（趣 旨） 

第１条 この要綱は、鳥取県補助金等交付規則（昭和32年鳥取県規則第22号。以下「規則」と

いう。）第４条の規定に基づき、鳥取県就職氷河期世代新規就農促進事業費補助金（以下

「本補助金」という。）の交付について、規則に定めるもののほか、必要な事項を定めるも

のとする。 

 

（交付目的） 

第２条 本補助金は、農業従事者の高齢化と減少が進み、青年層の新規就農者の育成・確保が

喫緊の課題となっている中、雇用環境が厳しい時期に就職活動を行った、いわゆる就職氷河

期世代の新規就農へのチャレンジを促し、新規就農者の育成・確保を加速化することを目的

として交付する。 

 

（補助金の交付） 

第３条 県は、前条の目的の達成に資するため、新規就農者確保加速化対策事業実施要綱（令

和３年１月 28 日付け２経営第 2558 号農林水産事務次官依命通知。以下「国実施要綱」とい

う。）の別記１の第７の１の承認を受けた者に対して、予算の範囲内で本補助金を交付する。 

２ 本補助金の額は、交付期間１年につき１人当たり最大１５０万円とし、交付期間は最長２

年間とする。 

 

（交付申請の時期等） 

第４条 本補助金の交付申請は、知事が別に定める日までに行われなければならない。 

２ 規則第５条の申請書に添付すべき同条第１号及び第２号に掲げる書類は、様式第１号によ

るものとし、規則第５条の申請書とみなす。 

 

（交付決定の時期等） 

第５条 本補助金の交付決定は、原則として、交付申請を受けた日から３０日以内に行うもの

とする。 

２ 本補助金の交付決定通知は、様式第２号によるものとする。 

 

（承認を要しない変更） 

第６条 規則第１２条第１項の知事が別に定める変更は、本補助金の増額以外の変更とする。 

２ 第５条第１項の規定は、変更等の承認について準用する。 

   

（実績報告の時期等） 

第７条 規則第１７条第１項の規定による報告（以下「実績報告」という。）は、研修期間の

修了又は中止の日から３０日を経過する日若しくは交付決定を受けた年度の翌年度の４月１

０日のいずれか早い日までに行わなければならない。 

２ 実績報告は、様式第３号によるものとし、規則第１７条第１項の報告書とみなす。 

 

（補助金の返還等） 

第８条 国実施要綱の別記１の第７の１の承認を受けた者（以下「交付対象者」という。）が、

同要綱の別記１の第５の４の規定により資金を返還する義務が生じた場合は、当該交付対象

者に対し、資金の返還を求めるものとする。 



 
 

 

（提出書類について） 

第９条 規則、本要綱、国実施要綱の規定により、研修期間中及び就農時に事業実施主体が知

事に提出する書類は、当該研修実施機関を経由して提出するものとする。 

 

（雑 則） 

第１０条 規則及び本要綱に定めるもののほか、本補助金の交付について必要な事項は、農林

水産部長が別に定める。 

 

附  則 

この要綱は、令和２年３月２４日から施行し、令和２年度事業から適用する。 

 

附  則 

この要綱は、令和３年６月１７日から施行し、令和３年度事業から適用する。



  

様式第１号（第４条関係） 

 

年   月   日  

 

鳥取県知事 様 

 

 

申請者 住  所 

氏  名           

 

 

年度鳥取県就職氷河期世代新規就農促進事業費補助金交付申請書 

 

就職氷河期世代新規就農促進資金の交付を受けたいので、鳥取県就職氷河期世代新規就農促進事業

費補助金交付要綱第４条の規定により、下記のとおり申請します。 

 

研修期間 

研修機関：            

研修名：             

   年  月  日 ～    年  月  日 

（うち今年度交付対象期間） 

     年  月  日 ～    年  月  日 

算定基準額 
 

            円 

交付申請額             円 

上記研修受講に伴う

国または地方自治体

による他の助成等の

有無 

ア．有     イ．無 

↓有りの場合 

助成等の名称：                   

助成等の実施機関名：                

 他の助成を受ける期間：      ～       

就農予定年月(年齢)

及び就農形態 

年  月 （   歳）  

□独立・自営就農  □雇用就農   □親元就農 

 



  

様式第２号（第５条関係） 

 

年  月  日 

 

             様 

 

                                              職 氏 名      印 

 

○○年度鳥取県新規就農就職氷河期世代促進事業費補助金交付決定通知書 

 

   年  月  日付（番号）の申請書（以下「申請書」という。）で申請のあっ

た鳥取県新規就農就職氷河期世代促進事業費補助金（以下「本補助金」という。）に

ついては、鳥取県補助金等交付規則（昭和３２年鳥取県規則第２２号。以下「規則」

という。）第６条第１項の規定に基づき、下記のとおり交付することに決定したので、

規則第８条第１項の規定により通知します。 

 

記 

 

１ 対象事業 

  本補助金の対象事業の内容は、・・・・・・・・とする。 

 

２ 交付決定額等 

  本補助金の算定基準額及び交付決定額は、次のとおりとする。ただし、対象事業

の内容が変更された場合におけるそれらの額については、別に通知するところによ

る。 

 （１）算定基準額     金        円 

 （２）交付決定額     金        円 

 

３ 経費の配分 

  本補助金は、申請書に記載されたとおりとする。ただし、対象事業の内容が変更

された場合においては、別に通知するところによる。 

 

４ 交付額の確定 

  本補助金の額の確定は、対象経費の実績額について、鳥取県新規就農就職氷河期

世代促進事業費補助金交付要綱（令和２年３月２４日付第２０１９００３１６５４

４号鳥取県農林水産部長通知。以下「要綱」という。）第３条第２項の規定を適用

して算定した額と、前記２の（２）の交付決定額（変更された場合は、変更後の額

とする。）のいずれか低い額により行う。 

 

５ 補助規程等の遵守 

  本補助金は、間接国費補助金に該当するものであり、その収受及び使用、対象事

業の遂行等に当たっては、規則及び要綱のほか、補助金等に係る予算の執行の適正

化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助金等に係る予算の執行の適正

化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）、農林畜水産業関係補助金等

交付規則（昭和３１年農林水産省令第１８号）、新規就農者確保加速化対策事業実

施要綱（令和３年１月２８日付け２経営第２５５８号農林水産事務次官依命通知。）

の規定に従わなければならない。 



  

様式第３号（第８条関係） 

 

年   月   日  

 

 

鳥取県知事 様 

 

 

申請者 住  所 

氏  名           

 

 

年度鳥取県就職氷河期世代新規就農促進事業費補助金実績報告書 

 

年  月  日付第   号による交付決定に係る交付金の実績について、鳥取県就職

氷河期世代新規就農促進事業費補助金交付要綱第７条の規定により、下記のとおり報告します。 

 

研修期間 

研修機関：            

研修名：             

   年  月  日 ～    年  月  日 

（うち今年度交付対象期間） 

     年  月  日 ～    年  月  日 

交付決定額             円 

実績額 

 

            円 

差 引             円 

添付書類 
対象研修が修了した場合は、対象研修が修了したことが明ら

かとなる書類の写し 

 

 


